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２０２４年能登半島地震の概要
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• 震源域は札幌～旭川（150km）
• 能登半島は札幌～滝川（70km）

マグニチュード（M）７．６

出典：気象庁地震月報
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能登半島地域
（半島法指定）
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（半島法指定）

同縮尺の北海道
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• 最大震度７
• 能登半島で広く震度６弱以上
• 新潟市等離れた地域でも震度６弱

（→軟弱地盤）

出典：気象庁WEBページ
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過去の地震活動と活断層

• 1729年 M6.6～7.0
死5・家屋損壊７９１・山崩れ１７３１

• 1933年 M6.0 死３・家屋倒壊
• 1993年 M6.6 小津波
• 2007年 M6.9 震度６強（七尾・輪島・穴水）

死１全壊686半壊1740
激甚災害・仮設住宅334戸

過去の地震と主要活断層
政府地震本部資料

津波断層モデル
国土交通省調査検討会（2014）

起震断層・活動セグメント
（国研）産総研

• 津波断層が特定されていた • 活断層が特定されていた

能登半島地域では過去にも被害地震があった
地震を起こす活断層の存在が知られていた
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能登半島地震までの地震活動の経緯

震度５強
（門前・輪島）

震度６強
（珠洲）

震度７

2018 20202019 2021 2022 2023

地震が群発している中で発生

• 2018年頃から地震回数が増加

• 2020年12月から地震が活発化

• 2020年12月から隆起等の地殻変動

• ２０２３年５月 震度６強の地震 死者１
全壊１８半壊１５ 災害救助法・激甚災害

• 202４年1月１日 震度７の地震が発生

国の評価（2023年12月１１日）
地震調査研究推進本部地震調査委員会

• 一連の地震活動は当分続くと考えられる。
強い揺れや津波には引き続き注意が必要
である（地震調査研究推進本部）

震度６弱
（珠洲）

地震
規模
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ニ
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地震活動の見通しに関する科学的な現状

• 現在の地震学では、地震活動の見通し予測は出来ない
＝地震予知は出来ない

• 国（地震調査委員会）も、現状評価のみ行い、見通しの見解は出せない

今後起こりうる複数シナリオの提示

現在、技術的に可能なこと

• 過去のどんな地震があったのか？
← 観測記録・歴史記録・地質記録

• 起こり得る地震像（揺れ・津波）
← 活断層の有無・地質記録

但し、起こり得る可能性の高低（確率）については何も言えない

地震調査委員会の評価文

• 能登半島の北岸沖の海底には、活断層が存在することが知られている（2023.5.5の震度6強地震の評価）

• これまでの地震活動及び地殻変動の状況を踏まえると、一連の地震活動は当分続くと考えられる。強い揺れ
や津波には引き続き注意が必要である（2023年11月までの毎月の評価）

6



地震前に行われていた地域の取り組み
地震活動

2018 地震増加

2020.12 地震活発化

2022.1 関係機関間の情報共有・意見交換会（首長等出席）

• 珠洲市・石川県・金沢大学・金沢地方気象台

2022.6.4 住民向けシンポジウム
• 講演者：金沢大学・金沢地方気象台・珠洲市・石川県、気象台が調整役

2022.6.19 震度６弱

2023.4 気象台主催で自治体職員向けワークショップ

2023.5.5 震度６強
死１全壊18

2023.6 住民向けシンポジウム
• 今後の海底活断層での大地震の発生と津波への注意喚起を実施
• 県内報道機関を通じて広く県民にも周知

2024.1 震度7本震発生

地元では、より大きな地震の可能性（＋津波の可能性）が伝えられていた

その他、金沢大学では珠洲市の小中学校・公民館で学習会や講演会も実施

出典：日本災害情報学会News Letter 97(2024.4)

（随時開催）
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人的被害の概要（能登北部４市町）

数値出典：警察庁調べ（日本経済新聞Web版 2024年1月31日1７時21分）

全数：222名

92名 ４９名 ３２名 ２８名 １８名

全数：138名

3

114名 9名

2

4

2

輪島市
45%

数値出典：石川県「お亡くなりになった方の氏名等（第１３報まで）

珠洲市
51%

能登町
53%

穴水町
42%

住宅耐震化率
（2018年）

道内住宅耐震化率
釧路市：86%（2019）
根室市：88%（2019)
厚岸町：73%（2023）

• 死因の８割以上が家屋倒壊による
• 耐震化率は50%程度であった
• 低体温症・凍死が14%程度発生した

＊短期間で耐震化率を上げるのは困難
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建物・インフラ被害の概要（能登北部４市町）
全壊 半壊 仮設申込数 世帯数 一部損壊 断水世帯数

輪島市 3,824 3,865 4,140（2/6)
→3,200(3/31)

11,559 7,127 10,000 （ほぼ全域）（1/4）

珠洲市 2,311 1,906 1,649(2/6)
→1,400(3/31）

5,847 3,158 4,800 (ほぼ全域)（1/4）

能登町 308 931 613(2/6) 7,181 5,280 6,200 (ほぼ全域)（1/5）

穴水町 497 1,433 520(2/6) 3,547 2,104 3,200 (ほぼ全域)（1/5）

出典：全壊・一部損壊・断水 石川県「被害の状況について（第128報）（4/30)
仮設申し込み数：NHK(2/7 18:33)朝日新聞（4/1 05:00）
世帯数：総務省住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数（2023.1.1）

• 輪島市・珠洲市では全壊が世帯数の30%以上
• 仮設の申し込み数は時間とともに変動する
• 上水道は全域で断水となった

珠洲市

輪島市
能登町

穴水町
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北海道地域防災計画

第６節 避難体制整備計画
第１避難誘導体制の構築

道及び市町村は、（中略）他の地方公共団体との応援協
定や、（中略）災害時の具体的な避難・受入方法を含めた
手順等を定めるとともに、関係機関と連携して、実践型
の防災訓練を実施するよう努めるものとする（赤字は令
和５年１月改定）

第１１ 広域避難
２ 道内における広域避難

市町村は、道内の他の市町村への広域的な避難等が必
要であると判断した場合には、当該市町村に対して直接
協議を行うものとする

３ 道外への広域避難

市町村は、他の都府県の市町村への広域的な避難等が
必要であると判断した場合には、道に対し当該他の都府
県との協議を求めるものとする

第１２ 広域一時滞在
１ 道内における広域一時滞在

なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事
に助言を求めるものとする

広域避難に向けた道内の状況
北海道総合防災訓練（２０２３年１０月）

• 日高町→平取町への広域避難訓練

白糠町ー本別町広域避難訓練
• 要支援避難者の受け渡し（保健師参加）
• 支援物資の受け渡し 等

出典：北海道Web令和５年度（2023年度）北海道防災総合訓練（前期）
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応急仮設住宅（建設型）の整備方針
• 県の整備方針を2/7に公表
• ３つのタイプを提示

出典：石川県土木部建築住宅課「応急仮設住宅（建設型）について」Web

• 従来型（学校敷地等）
• ２年で撤去

• 市街地・近郊に長屋型
木造応急仮設建設

• ２年後以降は市町営
住宅に転用

『熊本モデル』

• 集落内空地に戸建て風木造
応急仮設建設

• 市町営住宅に転用もしくは
希望者に有償譲渡

『石川モデル』
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出典：令和６年能登半島地震 復旧・復興支援本部（第５回）（4/23）

• 約８割が従来型の
プレハブ

• 木造長屋は約２割
• 木造戸建ては僅少
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復興計画

出典：石川県令和６年能登半島地震復旧・復興本部会議
令和６年３月２８日第２回本部会議資料 石川県創造的復興プラン（仮称）骨子案

県の復旧・復興に係るヒヤリング調査
• 被災者・支援事業者向けアンケート・ヒアリング（2/13-3/15）

若手・地域外人材のグループ・団体に実施
• 「能登の創造的復興」についての意見交換会（5回）
• 岩手視察におけるグループヒアリング
• 地元高校生との意見交換会

第２回アドバイザリーボード会議資料（2024年4月10日）

県計画：9年計画
• 輪島市復興メッセージ：3年後までに復興（3/1）
• 能登町：復興まちづくり意見交換会（5/17-25）

復興への取組が始まっている

2025年
11,329

2035年
8,474
25%減
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出典：財政制度等審議会財政制度分科会資料（令和6年4月9日開催）

「3割利用されて
いない」

「現状復旧を行
わないことも
有り得る」

「公共施設・漁
港・学校等を集
約化」

財務省審議会 14



財務省財政制度等審議会（R4.5.25)
• 災害リスクの低い土地への居住等の集中化・コンパクト化
• 経済成長等につながるストック効果の最大化
• 将来の維持管理コストも考慮に入れたアセットマネジメント

財務省財政制度等審議会 財政制度分科会 歳出改革部会（R4.4.20, R4.10.19提出資料）
• 今後の地域づくりは災害発生を織り込むことが前提

→災害リスクの高いエリアに居住させないよう立地適正化計画等で居住誘導
• 令和７年度までに立適に着手していない場合には、都市再生整備計画（補助金）の対象外

出典：財政制度等審議会財政制度分科会資料（令和6年4月9日開催）

• 事前防災にシフトし
• 立適で共住誘導し
• 復旧復興経費を最小限にする
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復旧復興とは

マチの機能の復興
• 方針は行政機構（住民）が決める
• 経費は公共事業費
• 土地区画整理・防災集団移転

地域産業の復興
• 復興可否は市場原理が決める
• 助走燃料として補助金・行政援助
• 生業なくして生活なし

住民の生活の復興
持続的な地域 伴走支援（災害ケースマネジメント）

復興計画（市町村・道）

事前復興まちづくり計画
• 立地適正化・都市防災総合推進事業
• コンパクト・プラス・ネットワーク

地域産業継続計画
• BCPを上回る被害でも早期復旧が必須
• サプライチェーン（道路網）、電気・水道が必須

→優先復旧順位などの行政依存がある

道内事例を紹介 道内研究事例を紹介
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事前防災・事前復興
被災すると、本格復旧３年、復興10年くらいのスケジュールになる
被災可能性の高い市町*では、事前に被災時対応シミュレーションが必要ではないか
*日本海溝・千島海溝特措法の特別地域

事前に、被災した場合の復興計画（方針）を（あらあらに）検討しておく

「復興まちづくり事前準備」 （国交省都市局 都市防、防災・安全交付金）

メリット
• イメージトレーニング

（想像力の涵養）
• 合意形成・着手が早まる

（可能性がある）
• 適正規模の復興が出来る

（可能性がある）

国交省都市局都市安全課報道発表資料（R6.3.29）
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国交省都市局都市安全課報道発表資料（R6.3.29）

策定済みは
全国で３０自治体

R5～６で策定中
（道内初）

道庁津波浸水想定WEB版GIS版

発災後、迅速かつ着実に復興できるよう、復興の基本方針及び復旧・
復興に係る業務・手順・体制など、復興に向けたまちづくりに関するこ
とを平時から町民・事業者・行政で共有するための計画として、事前
復興計画を策定

• 社会資本整備総合交付金（防災・
安全交付金）（国費1/3）で実施

• 公募型プロポーザルで業者選定

• 専門家会議を設置
北見工大・高橋清教授
苫小牧高専・下タ村光弘教授
道総研・石井旭主査
北大・高橋

むかわ町

• 事前復興計画策定で都市防災総合推進事業「被災地における
復興まちづくり総合支援事業」（1/3～1/2）の対象だが、津波
緊急事業計画の場合には2/3
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地域（産業）継続計画
地域の主要産業の早期再開をどうサポートするか？地域産業の再開なくして復興なし

道内太平洋沿岸のZ町での調査事例

町内の主要事業所をピックアップ（売上高ベース）

水産加工A社
水産加工B社
製造業C社

ヒヤリングを実施
• BCP策定状況
• 従業員居住地（災害時出社可否）
• サプライチェーン
• 操業リソース（水道・電気・設備）

水産加工A社：津波浸水域内に位置
• ヒヤリングできず
• 信用調査会社データの主要取引先から原料

調達先を推定
→管内漁協（津波被害大）が主と判明

水産加工B社：津波浸水域内に位置
• 原料は海外産が主
• 原料は遠方港湾（津波被害小）から陸送
• 加工機械が１点もの

木材加工C社：津波浸水域の外れ
• 原料は海外産が半分
• 原料は遠方港湾（津波被害小）から陸送
• 道内同業と災害時連携協定

• 被災時原料調達できず再開が困難か

• 水道が復旧すれば早期再開の可能性あり
• 水道等インフラの優先復旧を検討

• 早期再開・代替製造の可能性あり
• 優先道路啓開等を検討

• 行政＋ライフライン事業者との事前準備
• 事前に事業者支援への考え方を整理
• なりわい再建補助金申請支援の順番付け等
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出典：石川県WEB令和6年（2024）能登半島地震に係る事業者支援施策一覧（R6.4.26時点）

• 商工会が支援制度の活用サポート
• 再建支援補助金では財産処分や事業停止時に返納義務有
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港湾の隆起・沈降問題
• 地震が起こると地盤の隆起・沈降が頻繁に発生

• 千島海溝の巨大地震の場合、道東沿岸でメートル規模の
隆起・沈降が発生する可能性

隆起

沈降

宮城県鮎川の験潮記録（海面高度）
東日本大震災で75cm沈降 その後隆起

出典：海岸昇降検知センター

• 特に道東～日高沿岸で大きな影響が出る可能性
• 漁業は太平洋側を支える重要な産業。水産加工への影響も大きいことから復旧手法の事前検討が望ましい
• 重要港湾（釧路港）についても対応を事前検討することが望ましい
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北海道周辺で発生する地震

網走沖

道
北

留
萌

空
知

石
狩

東
胆
振

ni

道南
陸域

日高
山脈

• 千島海溝・日本海溝北部
巨大地震が繰り返し発生

• 日本海沿岸
大地震が時々発生

• 道東内陸・網走沖
中規模地震が散発的に発生

• 日高山脈
中規模地震が時折発生

• 道南陸域
群発的な地震が発生

• 道北～道央南北ライン
活断層・活構造による地震が
間間発生

日本海溝北部
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北海道の地震被害想定

• H３０年（２０１８）に全道報告書公表
• R4（2022）に太平洋側被害想定公表
• 現在、日本海側被害想定策定中

日本海
• H29(2017）津波浸水想定
• 現在、道で被害想定実施中

太平洋
• R3（2021）津波浸水想定
• R4（2022）被害想定

オホーツク海
• R5（2023）津波浸水想定
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太平洋側の今後30年間の地震発生確率

青森県東方沖
岩手県沖北部
M7.9程度
8-30％

十勝沖
M8.0～8.6程度

10％程度

根室沖
M7.8～8.5程度

80％程度
色丹択捉沖

M7.7～8.5前後
60％程度

国地震本部評価

交通事故で負傷：15%

火災で罹災 ：1.1%

空き巣狙い ：0.80%

大雨で罹災 ：0.30%

火災で死傷 ：0.19%

交通事故で死亡：0.097%

出典：地震本部「全国地震動予測地図2018年度版」

北海道太平洋側の地震発生確率が非常に高い「切迫している状態」
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道東の地震切迫性を示す地質のデータ 25
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発
生
年
代
（年

前
）

津波番号

津波痕跡の年代
（Sawai et al., 2009, Table 4より）

過去6,500年間に15回
平均発生間隔340-380年
前回は約400年前（1,600年代前半）

北海道東部浜中町藻散布沼

約400年前（前回）

現在 MP14 MP15 MP16

写真：
地震本部（浦幌町）



400年ぶりの最大規模の地震が切迫か
2018年北海道胆振東部地震M6.7

2011年東北地方太平洋沖地震
M9.0 長さ400km、幅200km

7

8.0

9.0

32倍

1000倍

胆振東部地震

1993年
釧路沖地震

超巨大地震

地震のエネルギー
（マグニチュード）

マグニチュード9
の断層の大きさ

×

1968年十勝沖地震

1994年北海道東方沖M8.4

1993年釧路沖M7.8

1993年
奥尻M7.7

32倍 8.47.8

2003年
十勝沖地震

1994年
東方沖地震

1952年・2003年十勝沖地震M8.0
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能登半島地震



太平洋側の被害想定 ：強く長い揺れ（千島海溝モデル）

震度６強・７
震度６弱

震度５強

震度５弱

内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会」空間情報センターデータよりQGISで作成

• 釧路管内では最大震度７
• 沿岸部は広い範囲で震度６以上
• 札幌等内陸でも震度５以上

釧路札幌

根室

震度４

防災科学技術研究所・気象庁・ViewWaveによる

2003年9月26日十勝沖地震 釧路市の揺れ

1分 2分 3分 4分 5分

1分 2分 3分 4分 5分

2011年東日本大震災 宮城県古川市の揺れ

震度５弱

震度６強

震度分布予測

• 震度５を超え立っていられない

• 揺れの続く時間が長い
• 震度５以上が３分以上続く

帯広
苫小牧

えりも

旭川

• 全道的にインフラ（道路・電気・水道等）への
同時多発的被害が発生

• 全道の道民生活・産業がストップする可能性大
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津波到達予想時間（20cm:1m）

根室花咲： 11分 18分

厚岸床丹：   4分 22分

釧路川河口：13分 20分

苫小牧西港：39分 40分

函館宇賀浦：38分 40分

浦河港：     6分 15分

避難時間は限られる
浸水開始時間は

• 道東では20分程度

• 道南では40分程度

20cm 1m

R３道庁津波予測資料
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太平洋側の大規模広域津波浸水

北海道津波浸水予測図（2021/07）

千島海溝モデル

日本海溝モデル 日本海溝モデル
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釧路市役所

合同庁舎
プリンスホテル

出典：釧路市役所最大クラスの津波浸水立体画像
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北海道の被害想定結果

モデル 揺れ 液状化 津波 合計

日本海溝
モデル

全倒壊（最大） 120 3,600 130,000 119,000

死者 - - 149,000 149,000 死者

負傷者 - - - 14,000 負傷者

避難者数 - - - 253,000 避難者

千島海溝
モデル

全倒壊（最大） 6,200 3,700 42,000 57,000

死者 160 - 106,000 106,000 死者

負傷者 - - - 5,200 負傷者

避難者数 - - - 59,000 避難者

全壊棟数と死者数等（被害最大ケース）

• 揺れによる死者数は限定的
• 死者は津波による被害がほとんど

北海道庁（R4.7想定）
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白糠町庶路学園
幼保小中を統合し高台造成移転
（2018年開校）

浜中町庁舎高台移転（2021年）

浜中町役場webより

釧路市小学校外階段 厚岸町・津波避難階段整備
（厚岸町）

進む津波対策：公共施設の移転・避難施設の整備
32



高層化し避難場所機能を付加した
道営住宅（釧路市）

豊頃町避難路改良予定地

浦幌町徒歩＋車両避難道路＋避難場所 道総研による応急仮設住宅試験
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白糠町

浜中町

白糠町の事例

薪ストーブLPガスボンベテント 段ボールベッド

屋外津波緊急避難場所の備蓄コンテナ

浜中町

特に冬季の避難時に暖をとれる物品を配置
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白糠町の避難訓練の取り組み

• 避難開始時間の短縮を図る
住民に避難場所まで歩いてもらい必要時間を実測

約20分で避難完了 到達時間にギリギリ間に合う

避難開始時間を短縮することが必要

「玄関まで出る訓練」を短期に３回実施
５分で避難開始目標を概ね達成

広報しらぬか（2023年５月号）
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太平洋側への特措法による財政措置
２０２２年に特別措置法が改正された
• 地震防災対策推進地域・津波避難対策特別強化地域が設定
• 国の補助率が２／３に嵩上げ
• 北海道が9.8％を補助 市町村の負担は８．６％

市町村が行う津波避難施設等の整備が進め易く

国の補助（２／３）
６６．６％

交付税措置
（国負担）
１５．１％

道補助
９.7％

市町村
負担

８．６％

36

事業中・計画中
• 浜中町：タワー４・高台１・避難艇１
• 厚岸町：複合施設１
• 釧路町：タワー４
• 釧路市：複合施設２
• 白糠町：タワー２・避難艇１

• 豊頃町：避難道路整備
• えりも町：避難路整備
• 様似町：消防移転
• 新冠町：タワー１
• 登別市：市役所移転 等



道路啓開計画は策定済み（全道） 37

北海道開発局
北海道道路啓開計画（第2版）
（令和4年12月21日）



ふりかえり

• 能登半島から学べることが多くある

• 北海道太平洋側では被災時の復興事前準備が望ましい

• 津波避難施設整備がひと段落したら、事前復興計画も検討を

• 「まち」だけでなく「産業」復興も入れた事前準備が良い

• 津波は広域災害となり、内陸自治体と沿岸自治体との
相対支援体制が望ましいのでは？

• 補給路が長い問題は北海道の命題 高速・高規格道路延伸に期待

• 応援職員の宿泊場所は絶対的に足りなくなる
（阿寒湖温泉・川湯温泉等は既に押さえられている）

ありがとうございました
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